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円高以降，多くの日本巨大製造企業は，それぞれの企業独自の経営戦略を策定し，世界にむ
けてグローバルな展開をおこないつつある。ヨーロッパ市場に対しては， 1992年の EC統合を
前にして，近年，多くの日本巨大製造企業がヨーロッパに生産拠点を移転してきているが，ヨ
ーロ γ パの中で，特に，多くの日系製造企業の生産拠点の移転先は，イギリスである。それは，
イギリスに生産拠点、をもうけ， E C統合後，製品をイギリス製品としてヨーロッパ市場に流通
させるためで、ある。多くの日系製造大企業がイギリスに生産拠点を設立する理由は，①イギリ
スの保守政権による日系製造企業の誘致政策，②イギリスの労働コストが，フランスやドイツ
に較べ低位にある事，③失業率が高いため比較的優秀な労働力を獲得することができる事，④
税制面での優遇措置，⑤EC市場統合を前にしたECの保護政策への懸念，⑥EC市場統合に
よる経済拡大効果の享受，⑦対日差別輸入数量制限の回避，などをあげることができる。
こうした理由からイギリスへ進出した在英日系製造企業のうちで日系自動車大企業は，日系
電子・電器大企業とともに，イギリスにおいて他産業企業よりも生産の規模が大きく，雇用者
数も多い。自動車大企業のイギリスへの進出についてみれば，イギリスにおいて，すでに日産
が1984年に単独進出をおこないオースターを年間10万台生産し， 2300人の従業員を雇用するに
(1) 1991年におこなった ]ETRO (日本貿易振興会〉の調査によれば，在欧日系製造企業 (676社〉中
187社が， イギリスに生産拠点を構築しており， ヨーロッパ諸国の中では， もっとも多い。 また，
1990年から 1991年にかけて最も日系製造企業の数が増加しているのも，イギリス(前年比41. 7%) で
ある。(日本貿易振興会『在欧日系企業(製造業〉の経営実態一一第 7 回実態調査報告』日本貿易振
興会刊， 1991年 3 月， 2 ページ，...._. 4 ページ。〉
(2) 日本貿易振興会，前掲書， 19ページから40ページ。
(3) 日本貿易振興会，前掲書， 133ベージから144ページ。
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いたっている。また，いすずは， GMとの合併で， 1987年よりファーゴ，キャリィ， RVなど
の車種を年間 4 万台生産し，従業員を2000人雇用している。特に，そうした在英自動車大企業
の中で近年，注目を集めている企業は， 1989年からイギリスに単独進出をおこない本年(1992
年〉の末から1800C Cの小型車(ニューカリーナ) 20万台生産をおこなう予定のトヨタの動向
である。
トヨタが注目を集めている理由は，第ーに， トヨタのヨーロッパ市場への展開をうらなう上
で，重要なポイントとなるイギリスにおける生産拠点展開をいかに成功させれるかということ
と，第二にトヨタ生産方式(もしくはリーン生産方式〉と呼ばれる生産方式が，イギリスにお
いて，どこまで通用するのかといった点にあろう。トヨタ生産方式には，様々な特徴があるが，
大きな特徴としては，労働者の労働を中心に据え，極限まで利用する生産方式であるという点
である。すべての生産労働者は，作業のみならずメンテナンスや小ロット生産における機械設
備の改良，生産工程における欠乏の克服，さらには段取り替え時間の短縮への努力などを，担
わされている。特に，労働慣行・労働者意識・労使関係の著しく異なるイギリスにおいて， ト
ヨタ生産方式を展開するために， トヨタ (UK) が，どのような採用・教育訓練・雇用管理・
労使間協定を実施・計画しているかについて明らかにすることは，非常に興味深いといえよう。
そこで，本稿では，筆者がイギリスでおこなったヒヤリング調査を中心として，イギリスに
進出・立ち上がり期のトヨタ・モーター・マニュファクチュアリシグ (U. K. )リミテッド
(以下， トヨタ (UK) と略す〉における採用・教育訓練・雇用管理・労使間協定に関する実
態と計画について，詳細に見るとともに， トヨタ (UK) の労務管理・労使間協定を素材とし
て若干の日・英企業の比較考察とイギリスの労働運動の問題点の解明をおこないたい。すなわ
ち，本稿の目的は，第一に，イギリスにおいて，日本のトヨタの監督者・多能工と同水準に近
いイギリス人の監督者・作業者を形成するためにトヨタ (UK) が，どのような採用・教育訓
練を実施・計画しているのか，第二に， トヨタ (UK) のそうした採用・教育訓練がイギリス
の製造企業のそれとどのような点が異なるか，第三に，イギリスにおいて， トヨタ (UK) の
採用・教育訓練及びそれによる熟練資格形成によってイギリスの労働敢行・労使関係とどのよ
うな摩擦が生じる可能性があるのか，第四に， トヨタ (UK) がどのような雇用管理(賃金・
労働条件管理〉をおこなっているのか，第五に， トヨタ (UK) の労使間協定を巡るイギリス
の労働組合界の論議の紹介をしつつ， トヨタが締結した労使間協定(シングルユニオン協定〉
(4) 新日本工業会1i1990 日本の自動車工業』新日本工業会刊， 1991年 3 月， 24ページから25ページ。
(5) 丸山恵也・藤井光男『トヨタ・日産一一グローバル戦略にかけるサバイバル戦争一一』大月書店，
1990年， 50ページ。
(6) 本稿は，筆者が，イギリスのシェーフィノレド大学東アジア研究学部日本研究所に，客員研究員 (Ac­
ademic Vi~itor) として滞在中の1991年12月に，法政大学文学部教育学科の乾彰夫氏とともにおこな
ったトヨタ CUK) 及びダーヴィジャーのジョブ・センターに対する聞き取り調査をもとに，主とし
て，作成されている。
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の問題点等について，明らかにしたい。
現在， トヨタ (UK) は，開設準備段階にあり，自動車生産にまでは，いたっていない。そ
れゆえ，本稿は，開設準備段階におけるトヨタ (UK) の採用・教育訓練・雇用管理・労使間
協定締結の実態・計画に限定されている。しかし，開設準備段階のトヨタ (UK) の採用・教
育訓練・雇用管理・労使間協定締結の最新動向に関して包括的にフォローした経営学的研究は，
いまだ無く，それゆえ，包括的にトヨタ (UK) の採用・教育訓練・雇用管理・労使間協定締
結についてとりまとめた拙稿は，一定の積極的意義をもつのではないかと考えている。
E トヨタ CUK) の労務管理
1. トヨタのイギリスへの進出
日産が1984年にイギリスに単独進出してから 5 年後の 1989年に， トヨタはイギリスへの進出
を決定した。トヨタの場合は，すでに日本の主要自動車部品企業が，多数イギリスに進出して
きており，そうした在英日系自動車部品企業も利用することが可能な点が日産の進出時と異な
る。例えば，池田物産 (Ikeda Hoover Trim Manufacturing) (自動車シート製造， 360人
雇用，合弁)，橋本フォーミング (Hashimoto Ltd.) (輸送機械部品製造， 120人雇用， 100% 
出資)，日本ラジエター (TI Nihon, U. K.) (自動車排気装置， 25人雇用，日本ラジエター50
%出資)， 日本製機 (UK-NSI) (計器・センサー製造， 94人雇用， 100%出資〉などがある。
トヨタの場合は，イギリスへの進出において大きな問題となる部品調達の一部を，既にイギリ
ス及びヨーロッパに進出している日系自動車部品企業に託すことによって，生産当初から一貫
しておこなえることを腕んでの進出と言えよう。
イギリスにおいて， トヨタは， 1989年に乗用車工場をサウス・ダーヴィシャー州パーナスト
ンに，エンジン工場をグルエド州ジェットンに設立することを決定し， 1989年に設立のため
ダーヴィシャーに事務所を開設している。バーナストン工場は 580 エーカーで，第一段階の投
資額が 4億ポンド，最終的な投資総額は 7 億ポンドにのぼり， 1992年末より 1800C C の小型車
(ニューカリーナ)を第一段階で10万台生産し，最終的には20万台生産の予定である。パーナ
(7) 日本貿易振興会，前掲書， 133ページ'""144ページ。田中俊郎編著 WEC統合と日本一ーポスト 1992
年に向けて一一』日本貿易振興会， 1991年， 197ベージ'""207ベージ。在英日系製造大企業の共通して
抱える経営上の諸問題のーっとしては，いかに現地及び他のヨーロ y パ諸国の有力な部品メーカー又
は資材メーカーを確保していくかという問題がある。それゆえ，欧州進出日系製造企業が，現地企業
の部品・資材の品質向上と欧州に進出Lた日系企業からの部品・資材の調達が，増大している。(小
林靖雄「英国における日本企業の経営一一北東イ γ グランドを中心として-J， W商工金融』第41巻
第 9 号， 1991年 9 月。〉
(8) イギリスにおけるトヨタのダーヴィシァー州への進出の経緯に関する文献としては，ジェフリー・
マレー・海部一男訳『大英帝国の日本企業事情JI PHP研究所， 1991年， 61ベージ'""74ページ，があ
る。この文献では， トヨタのダヴィシャーへの進出に対するダヴィシャー州の地方自治体の戸惑いと
期待が紹介されている。
- 25-
守屋貴司
ストン工場では，第一段階において，約1700人のイギリス人従業員を雇用し，最終的には3000
人にものぼるイギリス人の従業員を雇用する予定である。パーナストン工場は，組立工場，塗
装工場，プレス・溶接工場，プラッスティック工場の四工場から成り立っている。また，ジェ
ットン工場は115エカーで，第一段階の投資額が 1 億 I 千万ポンドで， 200人のイギリス人従業
員を雇用，最終的には 300 人のイギリス人従業員の雇用を予定している。両工場は， 1990年末
より工場建設のための整地および建設をおこない， 1992年末には開設される見込みである。
本稿では，主として， トヨタ (UK) のイギリス人従業員の大半を占めるパーナストンに設
立された乗用車工場の開設準備段階の労務管理(採用管理・教育訓練〉とトヨタ (UK) の雇
用管理・労使間協定の紹介・考察をおこなうこととする。まず，次節においてトヨタ (UK)
のバーナストン工場における採用管理について見ることにしよう。
2. トヨタ (UK) における採用管理
トヨタ (UK) のバーナストン工場開設のための採用は，おおまかに分類すると，①マネジ
ャー，②グループ・リーダー，③チーム・リーダー・チーム作業者(メンテナンス・監視要員
-一般作業員)の三つに分けておこなわれた。トヨタ (UK) は，イギリス人のマネジャーを
1990年 6 月から募集・採用するとともに，メンテナンス・監視要員は， 1991年 2 月より，一般
作業員を1992年 2 月より募集・採用を行う事にしている(表 1)。
まず， トヨタ (UK) のイギリス人マネジャーの採用についてみてみたい。一般的に，優秀
な管理能力を有するイギリス人のマネジャーの採用が可能かどうかが，在英日系製造企業のそ
の後の経営展開を左右しうるほどの重要な問題であると言われている。トヨタ (UK) の場合，
イギリス人マネジャーのリクルートは，イギリスの自動車・電器・機械産業の中から人材を求
めた。トヨタ (UK) で、は，生産管理部門と総務部門のイギリス人マネジャーの採用をおこな
っている。
グループ・リーダー及びチーム・リーダーチーム作業者は， 1991年 8 月頃よりジョブ・セン
ターを通じて，募集・採用をおこなっている。バーナストン工場の従業員に関しては，ダーピ
ィシャーのジョブ・センターを通して，募集・採用がおこなわれた。グループ・リーダーは，
組み立て職場であれば， 30人から40人の作業者を統括し，技術者と作業者の中間的技能をこな
す第一線の管理・監督者を意味している。グループ・リーダーは，地元のバーナストン・ジェ
ットンにも，自動車会社が存在しないがゆえに，地元以外の自動車・電器・機械産業にいた経
験者からの採用にしぼった。それに対して，チーム・リーダー・チーム作業者は，地元との関
係を重視して，地元から採用することに，重点をおいている。
(9) ベーター・ウィ γ キンス，佐久間賢監訳『英国日産の挑戦一一「カイゼン」への道のり一一』東洋
経済社， 1988年， 169ページ~185ページ。
- 26-
在英日系製造企業の労務管理
表 1 トヨタ (UK) の採用・教育計画表
1990 1991 1992 
2 4 6 8 10 2 4 6 8 9 10 2 4 6 8 10 
--・・・--ー・、鼻咽凶・・------
イギリス人マネジャー の採用
採用 メンテナンス・監視要員の 採用
一般作業員の採用
〈一一一一{ .-----_.骨骨司 4・・・・.吻・・・・ー----・e・a・・・・ー・ー-
イギリス人マネジャー の訓練(日本での訓練・ OJT
を含む)
メンテナンス 要員の訓練
(日本での訓 練・ OJTを含む)
訓練
監視要員の訓練
(日本での訓練と OJTを含む)
一般作業員の訓練
資料出所:トヨタ (UK) からの聞き取り調査による
表 2
項 目 一般作業員 メンテナンス・監視要員
1.広告
2. 募集
3. オリエンテーション及び筆記テスト 5 時間 8 時間
4. 第一次面接 1 時間 1 時間
5. アセスメント・センターでの実技テスト 10時間 5.5時間
6. 最終面接 1. 5時間 1.5時間
7. 健康診断 1. 5時間 1. 5時間
8. 履歴書の提出
9. 職務契約
10. 教育・訓練
資料出所:トヨタ (DK) からの聞き取り調査による
上記のようなトヨタ CUK) の採用管理について，興味のある点は， トヨタ CUK) とイギ
リスの製造企業との採用管理の違いについてであろう。イギリス製造企業ではイギリス人労働
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者を，一般作業員やメンテナンス・監視要員として採用する場合，公的な熟練資格 CGCSE な
ど)を重視して採用をおこなっている。それに対して， トヨタ CUK) では，メンテナンス・
監視業務などの熟練工に関しては， トヨタ CUK) 独自の熟練検査をおこない，それによって
採用を決定しており，公的な熟練資格をなんら重視していない。また，一般作業員に関しては，
人柄・人間関係を円滑にできるといった人間性を重視して， 20歳前後を中心とした採用をおこ
なっている。すなわち， トヨタ CUK) では，日本にトヨタで見られるような外部労働市場と
連動しないトヨタ独自の熟練取得形態を，イギリスにおいても，導入しようと試みているので
ある。
次に，具体的に，メンテナンス・監視・一般作業員の採用手順を見ることにしたい。その手
順を集約すると，表 2 のようになっている。
表 2 の 12. 募集」において， トヨタ CUK) では， ジョブ・センターを通して， トヨタ
CUK) 独自の募集要項を配布している。トヨタ CUK) が配布している募集応募の用紙の質
問事項とジョブ・センターが配布しているイギリスの一般企業の質問事項を，比較すると， ト
ヨタ CUK) のもののほうが，個人情報を細かく書き込む項目を多く設けている。トヨタ CU
K) の募集応募の用紙には，一般質問として，①あなたが特別に誇りとしている個人的な業績
について書きなさい。②トヨタ CUK) の仕事につきたいと考える理由について書きなさい。
③トヨタ CUK) の有効なチーム・メンバーに成りえるという経験や特別な技能について書き
なさい，といったトヨタ独特の質問項目を設けている。また，付属質問として，①もしも，あ
なたがイギリス国籍でなければ，イギリスの労働許可証を保持していますか，②あなたは，週
末や労働の後に，残業を喜んでおこないますか，③あなたはシフト労働を喜んで受け入れます
か，といった質問を設けている。特に，付属質問の②および③は，残業労働・シフト労働をお
こない，それを受け入れる労働者を優先的に受け入れてゆくといった選別的採用管理のひとつ
と見ることもできる。また，①に関しても，イギリス国籍ではないマイノリティーを採用段階
から排除してゆく傾向にあるととれる。なぜ、なら，通常，ジョブ・センターで配布している応
募用紙にはこのような項目は，見られないからである。
また，表 2 の 5 に関して言えば，メンテナンス・監視要員や一般作業員の中でも熟練を要す
る要員に関しては，アセスメント・センターにおいて，①電気，②機械，③油圧，④マシンス
トラクチャプリング等の 8 つのエリア・テストを設けて， トヨタ独自の熟練検査を，かなり長
時間にわたっておこなっている。トヨタ CUK) の労務管理担当者によれば，こうした 8 つの
エリア・テストにおいて， 3 つ以上合格するイギリス人の労働者は，ほとんどいないという。
それで、も，採用された熟練工(メンテナンス・監視要員〉の 5 割以上が，イギリスの自動車関
(10) 日・英企業聞の採用管理の差異に関しては， Ronald Dore. British Factory-Jaρanese Factory , 
University of California Press, 1974, pp. 41-67. (山ノ内靖・永井浩一訳『イギリスの工場・日本
の工場』筑摩書房， 1987年， 26ページ......._56ベージ。〉
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連企業で仕事に従事していたという。それに対して，日本のトヨタの熟練工の場合では，これ
ら 8 つのエリアの熟練検査のうち，すくなくとも 4 つ以上は，合格するという。特に， トヨタ
(UK) の場合，操業後のメンテナンスの部分に，特に，迅速な補修がイギリス人の一般作業
員・メンテナンス要員によって行われるように，気をくばっている。それだけに，エリアを越
えた多能工化を採用段階から意識して行っているといえよう。
こうしたトヨタ (UK) の目指す労働慣行に対して，通常のイギリスの一般製造企業では，
イギリスの伝統的な複数の労働組合と契約を締結し，それぞれの労働組合は，職務境界線を保
持している。そのため，機械が故障した場合，機械工，電気工といった職務ごとに順々に補修
をおこなうことになる。それだけに， トヨタの多能工化している場合にくらべると，当然，時
聞がかかることになる。では，次に， トヨタ (UK) においてこのような採用管理を経て採用
したイギリス人労働者に対して，どのような教育訓練をおこなっているのかについて見ること
にしたし、。
3. トヨタ (UK) の教育訓練
トヨタ (UK) では，作業組織の要であり第一線の監督者であるグループリーダー・チーム
リーダーの教育訓練に特に力をいれている。グループリーダー・チームリーダーの教育訓練と
しては，下記のようなものが実施・計画されている。
①イントロダクション(一週間〉
会社の理念説明等の入社教育を四日間おこなうとともに，配属部署の役割・機能等の説明を
個別に一週間おこなっている。
②リーダーとしての役割認識コース(二週間)
トヨタの生産システム・作業組織における第一戦監督者たるグループリーダー・チームリー
ダーの役割の重要性について，実際の作業を想定したロール・プレイ (roll of play) をおこ
ない体と頭で，グループリーダー・チームリーダーの役割を認識してゆく。
③日本及びアメリカ工場における研修(一週間~三週間)
日本およびアメリカ工場において，実際の作業に参加して研修を受けることになる。
④開設準備段階におけるオン・ザ・ジョブトレーニング
生産の準備を進める段階より日本人の作業長・組長と，パーナストンおよびジェッストンの
工場の生産ラインにおいて，現実の作業を想定して訓練を積むとともに，生産開始後も，日本
人の作業長・組長との協業を続けながらオン・ザ・ジョブ・トレーニングを積むことになる。
⑤開設準備段階におけるオフ・ザ・ジョブトレーニング
(11) H. A. Clegg, The Changing System of lndustrial Relations in Great Britain, Basi1 
Blackwell, 1979, pp. 192-193. (岩出博・牧野富夫・山下幸司・小暮雅夫訳『イギリス労使関係制度
の発展』ミネルヴァ書房， 1988年， 142ページ。〉
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グループリーダー・チームリーダーは，開設準備段階において，上記のオン・ザ・ジョブ・
トレーニングと並行して，労務管理部が準備したオフ・ザ・ジョブ・トレーニングを受けるこ
ととなる。オフ・ザ・ジョブ・トレーニングでは， I指図書の書き方コース」や「部下への仕
事の教え方コース」等の各種のコースが労務管理部によって準備され，グループリーダーやチ
ームリーダーは，そこで各種の学習をおこなうこととなる。また， トヨタ (UK) は，チーム
メンバーに対しても，上記のグループリーダー・チームリーダーの教育訓練と類似的な教育訓
練を実施・計画している。
通常，イギリスの製造企業では，開設準備段階において， トヨタ (UK) ほど従業員の教育
訓練に費用と期間をかけていない。それは，第ーに，イギリスの労働組合において教育訓練を
受けた熟練工・半熟練工を採用したり，一般の熟練度に関する公的資格を評価して採用するの
で，教育訓練の必要性をトヨタ (UK) ほど感じていないということと，第二に，日本と異な
り外部労働市場の流動性の高いイギリスにあっては，教育訓練に多額の費用を投じても，多く
の従業員が離職してゆくとし、う現状があるからである。
トヨタ (UK) が多額の費用と期間を教育訓練に投入している理由は，第一に， トヨタ生産
方式では，作業長・組長などの第一線の監督者の役割が極めて重要であり， トヨタ (UK) で
は，上記の教育訓練を通して，イギリス人のグループリーダー・チームリーダーにも，日本の
作業長・組長と同レベルの能力・技能とロイヤリティを持たせようとしているためで、ある。そ
して，第二に， トヨタ (UK) で、は，チームメンバー(一般作業員)及びメンテナンス・監視
要員の多能工化を採用当初から視野に入れて，教育訓練プログラムを実施しているからである。
ただし，チームメンバー(一般作業員〉に関して言えば，日本のトヨタの作業員と同等の熟
練・技能を教育訓練を通して，獲得することを目指しているわけではない。日本のトヨタの工
場では，一般作業員が，メンテナンスをもこなす場合が多いが， トヨタ (UK) では，採用当
初から，チームメンバーとメンテナンス・監視要員をわけで採用し，それぞれわけで教育訓練
をおこなっている。その理由は，第ーに，日本のトヨタの工場では，すでに多数の熟練技能集
団が存在し，新規採用者はそうした熟練技能集団の中で，熟練技能を取得していくからである。
それに対して， トヨタ (UK) では， 日本から来た作業長等との協業はあるもののすべてのイ
ギリス人作業員が， トヨタ生産システムの未経験者である点に求められる。第二の理由として
は，イギリスの労働組合は，職種別に構成され，それぞれの職務領域を保持し，既得権として
職務境界線の維持に力をいれてきただけに，労働組合の教育訓練を受けてきた熟練工やイギリ
スの製造企業で職務に従事し，企業内の教育訓諌を受けた熟練工でも，基本的に， トヨタの生
産システムに適応した多能工で、はありえなし、からである。
次に， トヨタ (UK) における教育訓練の問題点についてみることにしたい。第一の問題点
(12) イギリスの労働組合における徒弟入職制度による技能取得者(熟練工〉は，技術革新に伴って少数
化し，それに代わって，イギリス政府の職業訓掠プログラム参加者が増大していっている。また，グノ
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は， トヨタ (UK) が，イギリスの公的な熟練資格を考慮に入れず採用し， トヨタ (UK) 独
自の教育訓練をおこなうとともに，公的な熟練資格に連動した熟練資格制度を設けない方針で
いる点である。外部労働市場における流動性の高いイギリスで、は，ブノレーカラー労働者にとっ
て，熟練資格を持つことは，大変重要な意味を持っていよう。しかし， トヨタ (UK) は，方
針として企業内に熟練資格制度を設けることは考えていない。それだけに，将来的にイギリス
人の労働者が離職を希望し他企業に移る場合，問題になるであろうし，今後， トヨタ (UK)
が人員削減をおこなう時にも，大きな問題となろう。第二の問題点は，特に長期の教育訓練を
おこない多額の費用を投じたイギリス人のマネジャー・グループリーダー・チームリーダーが，
どれぐらいの期間， トヨタ (UK) に在職し続けるかである。トヨタ以外の在英日系製造企業
においても，新しく採用したイギリス人の管理者を，日本に送り込み，長期の教育訓練をおこ
ない，多額の費用を教育訓練に投じている企業がある。その場合でも，日本から帰国後，継続
勤務期間等の制約条件がつかない場合， 1"'-' 2 年たつとより有利な労働条件のイギリス企業も
しくは外国企業に引き抜かれてゆく例が多いからである。すなわち，イギリス人の管理者層が，
操業以降，どれだけの期間在職し続けるかが， トヨタ生産システムのイギリスでの展開の今後
を予測する上で重要なポイントとなろう。
次に， トヨタ (UK) における雇用管理について，若干，見ることにしたい。
4. トヨタ (UK) の雇用管理
トヨタ (UK) では，労働契約において， 日本のように終身雇用という言葉を避け，できる
だけ解雇を避けるという意味で， r長期雇用」という用語をとっている。これは，他の在英日
系製造企業でも同じで，多くの在英日系製造企業が，労働契約で， r長期雇用」を目指すこと
としている。イギリス人の労働者は，採用時の説明等から在英日系企業は，他の外国企業・イ
ギリス企業に比べれば安易に解雇しない程度の認識をもっている。
次に， トヨタ (UK) における賃金水準・労働条件についてみることにしたい。採用時に提
ノリーン・フィールドに進出した在英日系製造企業は，労働のフレキシィピリティの展開をおこなって
おり，これらの労働のフレキシィピリティの展開は，イギリスの伝統的な熱線工の地位に変化を与え，
徒弟制入職者の減少のー原因となりつつある。(服部良子「イギリスの職業訓練一一徒弟制と技能養
成一一J，小池和男編著『現代の人材形成 能力開発をさぐる一一』ミネノレヴァ書房， 1986年， 226 
ページ"-'227ページ。〉イギリス企業においても労働のフレキシィ・ビリティの展開や多能工化が試み
られているが，在英日系製造企業ほど進んでいない。それに関しては，中川呑代「現代イギリス企業
のフレキシィピリティーーIDS， OECD レポートを中心としてJ ， W明治大学大学院紀要第29集経
営学編~ 1992年 2 月参照。
(13) 小林靖雄，前掲書， 17ページ。
(14) Ken khi Pang and Nick Oliver,“Personnel strategy in eleven Japanese manufacturing 
companies in the UKぺ Personnel Review 17, 3 1988, pp. 17-18.; “ The Japanese in Britain: 
Employment Policies and Practices" , IRS Emρloyment Trends 470, August 1990, pp. 6-
12. 
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示されている賃金水準は，一般作業者の場合，チームメンバーで年 11000 ポンド，チームリー
ダーで 12650 ポ γ ドであったし， メ γテナンス・監視要員といった熟練工の場合で、は，チーム
メシバーで12650ポンド，チームリーダーでは14550ポンドであった。また，採用時に提示され
ている労働条件に関して言えば，週39時間労働を基本とし，必要があれば一日二時間以内の残
業，および隔週土曜日の勤務をおこなうことになっている。トヨタ (UK) の賃金水準・労働
条件は，イギリスの製造企業における一般的水準より若干高い水準にあるといえる。特に，若
年失業率の高いイギリスにあって，十代から二十代前半の高卒者にとってトヨタ (UK) への
就職は，魅力のあるものと言える。また，イギリスの製造企業の労働者総数が大きく減少する
中にあって，新たなる雇用は，失業中の熟練労働者にとっても，一つの魅力あるものと言えよ
う。
トヨタ (UK) には，イギリス人従業員と共に，日本のトヨタからの日本人の長期出張者・
出向者が存在している。長期出張者は，三年から五年いる者と開設段階期の一年間だけいる者
の 2種類にわかれる。長期出張者の賃金は，日本のトヨタにおける賃金とともに海外加給が支
払われることとなる。その場合，長期出張者の賃金部分は， トヨタ (UK) が支払い，また海
外加給に関しては日本のトヨタ本社が支払うこととなっている。マネジャークラスに関しては，
トヨタ (UK) への出向扱いとなっている。日本人の長期出張者や出向者の労働条件に関して
は，イギリス人の従業員と基本的には同じであるが，開設準備段階は，多くの在英日系製造企
業と同じく長時間労働を続けている場合が多い。
上で見たように賃金水準・労働条件や新しい雇用の創出は，進出先の地元においては，受け
入れられているが， トヨタ (UK) がおこなった労使間協定(シングルユニオン協定〉締結に
関しては，イギリスの労働組合界で是非が論議されることとなった。次に，このトヨタ (UK)
の労使間協定締結を紹介しつつ，それを素材としてイギリスの労働組合運動の抱える問題点に
ついて，見ることにしたい。
置 トヨタ CUK) の労使間協定締結とイギリスの労働組合運動
トヨタ (UK) は， 1991年初旬より AUEW (合問機械工組合)， EETPU (電子・電気・
通信・配管工組合)， TGWU (運輸一般労組)， MS F (製造・科学・金融組合)， GMB (都
市一般ボイラー工組合〉など自動車産業に関連する 5 つの労働組合と話し合いに入った。トヨ
タ (UK) は，方針として， トヨタの経営理念・生産方法等についての説明を詳細に時間をか
けておこなうとともに， シングルユニオン協定を締結することを， 組合側に求めた。 トヨタ
(15) Labour Markets: tighter but uneven change, IDS Rゅort 548, July, 1989, pp. 25-31. 
(16) イギリスの製造企業の労働者総数は， 1979年には， 7253000人であったが， 1988年には， 5097000人
に激減している。 (Tom Griffin (eds.), Social Trends 19, Goverment Statistical Service, 1989, 
p. 73.) 
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CUK) との契約は， 1986年のニッサン自動車工場開設以来の大型契約であり， 5 つの労働組
合のかける期待も大きいもので、あっ史
しかし， トヨタ CUK) が提示した契約希望内容は，イギリスの労働組合が統制してきた労
働慣行にあわない点があることから，グラスゴーで開かれた1991年の労働組合会議 CTUC)
の年次大会では，労組問で激しい論議がなされることとなった。問題は， トヨタ CUK) が示
したシングルユニオン協定であり，しかも今回協定が締結されたら次の給与交渉は1994年と
なるという内容であった。特に，労働組合会議 CTUC) が問題としたのは，給与や労働条件
の交渉が決裂した場合は ACAS Cイギリスにおける労使問題の調停和解機関〉の調停を最終
決定とし， r業務中断はしない」ことを要求した点にある。ストライキ権の拒否ともとれるこ
の条件に， TGWU や MSF などの労働組合は，危機感を新たにしている。 MSFのケン・
ギル事務局長は， r 日本企業が異質な労働慣行を持ち込む」と非難し， トヨタ CUK) の労働
組合の選別を，経営側が手なずけやすい組合を選ぶ方法であるとし，それを「美人コンテス
ト」にたとえて，それに迎合する一部の組合を攻撃した。この発言を受けて，ニッサンなどの
日系企業とすでにシングノレ・ユニオン協定・ノーストライキ協定を結んでいるAEUのギャピ
ン・レアード事務局長は，ギル氏の発言を， rレイシスト(人種差別〉的発言」と非難し，こ
れまでイギリス産業に投資してきた日系企業の貢献を高く評価した。また，他の労組幹部の中
にも，ストライキの拒否は何も日系企業に限ったものではない点を強調する者もいた。これに
対して， TGWU C労働組合会議〉のロン・トッド事務局長は， r雇用者の異質な慣行だけでな
く，組合の異質な慣行も心配だ」と語っている。
また， トヨタ CUK) は，労組選びは各々の労働組合の理念・歴史を総合的に判断し， トヨ
タの経営理念・生産システムを最も理解し最もトヨタ生産システムに適している労働組合を選
ぶことができるよう労使相互による話し合いの機会を通して労組選びをしており， トヨタ CU
K) の労組選びを「美人コンテスト」と非難されるのは不当であると反駁している。
次に， トヨタ CUK) が締結したようなシングルユニオン協定や，一部の在英日系製造大企
業が，締結しているノーストライキ協定がイギリスの労働組合にとって，いかなる問題をもっ
ているのかについて見ることにしたし、。通常，シングル・ユニオン協定とノーストライキ協定
は， r唯一団体交渉パッケージ」としてパヅケージ化された形で提示されてきている。
まず，経営者的観点からシングルユニオン協定の利点、と問題性について指摘してみたい。イ
ギリスの伝統的な複数組合との協定による職務境界線の設定は，イギリス人従業員の多能工化
をすすめる上で，経営者側にとっては大きな障害であり，その問題を設立当初から回避する上
(17) “ Single union deal likely at Toyota plantsヘ Financial Times, October 30 1991. 
(18) r労働組合連合総会 波紋呼ぶトヨタの労働条件一一『異質な労働敢行』と非難を浴びる一一一」英
国ニュースダイジェスト No. 299, 1991年 9 月 12 日。
(19) 稲上毅『現代英国労働事情』東京大学出版会， 1990年， 52ページ"'53ページ。
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で，シングルユニオ γ協定締結は重要な事項であると言えた。しかし，シングルユニオソ協定
は，しばしば， I労使協調的」な労働組合とのみ締結されることとなり，多くの労働組合を契
約から排除することとなり，伝統的なイギリスの労使関係の枠組みを突き崩していくこととな
る。トヨタ CUK) を含めて在英日系製造企業は， AUEW や EETPU などのイギリスの労
働組合全体からみれば一部の労働組合とのみシングルユニオン協定を締結していることになる。
また，シングノレユニオン協定に対して， TUC C労働組合会議)や幾つかの労働組合が条件つ
きで、認つつも，多くの問題を含んでいると認識している。なぜ、なら，イギリス全体の労働組合
運動から見れば，シングルユニオン協定は，労働組合間の紛争を激化させる要因をつくりだす
可能性を多分にふくんでいるからである。
次に，ノーストライキ協定について，労組のストライキ権との関わりから考察をおこないた
い。サッチャ一政権成立以降，その労働組合政策等の影響を受けて，労使紛争の件数は減少し
てきている。しかし，ストライキ権そのものを放棄したともとれるノーストライキ協定は，
1981年，東芝のプリマス工場で、最初に締結されたと言われており，その後，多くの在英日系製
造大企業がノーストライキ協定を締結しており，多くの問題を含んでいぎ:それは，現段階で
は， EC統合後の生産拠点の確立を目指して，在英日系製造大企業は，雇用者数を増大する傾
向にあるが，今後，景気変動や需要の伸び悩みによっては，イギリス人従業員の解雇や撤退も
充分ありうるからである。なぜなら，その場合，労働組合がストライキをおこなえず ACAS
の仲介にゆだねると言うことになれば，労働組合は，その機能・役割の一部を喪失したといえ
よう。
次に，シングルユニオン協定とノーストライキ協定を，イギリスの労働組合運動との関連か
ら考察したい。シングノレユニオン協定及びノーストライキ協定の成立は，①イギリスの労働組
合が基盤としてきたイギリスの製造大企業の競争力の低下とその規模の縮小，②失業率の増大，
③1979年以降の保守政権による執劫な反労働組合政策，などのイギリスの労働組合を取り巻く
環境要因の悪化による全体的なイギリスの労働組合の力の低下とそれに伴う経営者側の攻勢と
イギリスの労働組合界内部の分裂を背景としてい2: イギリスの労働組合界内部の分裂とは，
1980年代にはいって， EETPU をはじめとしたアメリカ的ピジネスユニオニズム型労働組合の
出現によって，前述してきたように，シングルユニオン協定・ノーストライキ協定などの「唯
一団体交渉パッケージ」を経営者側と締結するようになり，それに対して， TUC C労働組合
会議)及び幾つかの労働組合が，非難した事に端を発している。シソグルユニオン協定・ノー
ストライキ協定問題を契機として EETPU は， 1988年 9 月の年次大会において， TUC C労働
(20) 内藤則邦「イギリス東芝のノーストライキ協定についてJ， W立教経済学研究』第37巻第 4 号， 1984 
年 9 月。
(21) イギリスの労働組合運動の権力・影響力の弱体化の背景に関する考察としては，アンドリュー・ P
・ウッド，稲垣武晴訳「英国労働運動の復権は可能かJ， W 日本労働研究雑誌~ No. 378, 1991年 5 月，
28ページ"-'35ページ，がある。
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組合会議〉から除名されることとなった。その後， EETPU は， TUC 傘下のホワイトカラ
ー最大の労組MSF (製造業・科学・金融組合，約70万人〉をターゲ γ トとして，組合員の引
α2) 
き抜きをおこなっており，両者の分裂の溝は，深まりつつある。
w 結びにかえて
以上， トヨタ (UK) の労務管理・労使間協定の実際と計画についてみてきた。そこで最後
に， トヨタ (UK) の労務管理・労使間協定の実際・計画における要点とそれに関する若干の
考察について摘記するとともに，今後の研究課題について述べたい。
第一に， トヨタ (UK) では，イギリスの公的な熟練資格を考慮に入れず採用し，メンテナ
ンス・監視要員に関しては，①電気，②機械，③油圧，等の 8 つのトヨタ (UK) 独自のエリ
ア・テストを設けてイギリス人の熟練工採用をおこなうとともに，一般製造作業員に関しては，
人柄・人間関係を円滑にできるといった人間性と地元出身であることを重視して， 20歳前後の
イギリス人の採用を行っている。そして，イギリス人のマネジャー及びメンテナンス・監視要
員は，自動車生産開始前までに，日本及びアメリカのトヨタにおいて，教育訓練を受けるとと
もに， トヨタ (UK) 独自のオン・ザ・ジョブ・トレーニシグとオフ・ザ・ジョプ・トレーニ
ングを実施・計画している。
第二に， トヨタ (UK) の採用・教育訓練とイギリスの一般製造企業の採用・教育訓練との
差異は，①採用において，イギリスの一般製造企業では，イギリスの公的熟練資格を考慮する
のに対して， トヨタ (UK) では，まったく考慮せず， トヨタ (UK) 独自の熟練資格検査で
判定するという点，②ジョプセンターを通して配布する募集用紙において， トヨタ (UK) で
は，残業労働・シフト労働の受け入れの意思やトヨタでなぜ仕事につきたいかなどの個人情報
に関しては，記載すべき欄が多いのに対して，ジョプセンターで通常配布しているイギリスの
一般製造企業の募集用紙では，それらの個人情報に関する欄は，見られない点，③トヨタ (U
K) では， トヨタ生産システムに適応した多能工化したイギリス人従業員を育成するために，
トヨタ (UK) は，イギリスの一般製造企業の教育訓練よりも期間と費用をかけている点など
をあげることができょう。
第三に， トヨタ (UK) の採用・教育訓練における問題点としては， トヨタ (UK) がイギ
リスの公的な熟練資格を考慮に入れず採用し， トヨタ (UK) 独自の教育訓練をおこなうとと
もに，公的な熟練資格に連動した熟連資格制度を設けない方針でいる点にある。外部労働市場
における流動性の高いイギリスでは，ブルーカラー労働者にとって，熟練資格を持つことは，
大変重要な意味を持っているにもかかわらず，現段階では， トヨタ (UK) は，方針として企
業内に熟練資格制度を設けることは考えていなし、。それだけに，将来的にイギリス人の労働者
(22) 小島弘信 rTUCの組織問題-EETPU の除名問題を中心として一一一J. W 日本労働協会雑誌』
No. 353, 1989年 1 月. 68ページ--70ページ。
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が離職を希望し他企業に移る場合，問題になるであろうし，今後， トヨタ (UK) が人員削減
をおこなう時にも，大きな問題となろう。
第四に， トヨタ (UK) は，イギリス人従業員に対して「長期雇用」に努めることを約束す
るとともに，労働条件に関しては，週39時間労働を基本とし，必要があれば，一日二時間以内
の残業，および隔週土曜日の勤務をおこなうことを求めている。また， トヨタ (UK) は，賃
金水準を，イギリスの一般製造企業よりも，若干，高い額に設定している。
第五に， トヨタ (UK) のシングル・ユニオン協定に関して， 1991年のTUC (労働組合会
議)のグラスゴーにおける年次大会において， TGWU ・ MSF は， 日系企業が，イギリスの
労働組合が伝統的に統制してきた労働慣行を破壊するような異質な労働慣行を持ち込むと非難
した。それに対して，日系企業とシγ グル・ユニオン協定を締結しているAEUは， 日系企業
批判に反駁するとともに，イギリス産業への在英日系製造企業の貢献を高く評価している。ト
ヨタ (UK) の労使間協定締結を巡って明らかにされたイギリスの労働組合運動の問題点は，
労働組合運動内部において， AEUのようなアメリカ的なピジネス・ユニオニズムと伝統的な
イギリスの労働組合運動を継承・発展させようとする労働組合が，分裂・反目状態にある点で
ある。
以上，本稿ではイギリスへの進出間もないトヨタ (UK) の労務管理・労使間協定を対象と
して，若干の日・英企業比較とイギリスの労働組合運動の問題点を摘出することを試みた。今
後の研究課題としては，第ーに，日系製造企業進出の背景・理由に関してより詳細に調査・研
究をおこなうとともに，第二に， トヨタ (UK) より以前に進出している在英日系製造企業に
おける生産技術・管理・労働のフレキシィピリティの編成過程を日・英比較の視点からの考察
に努めるとともに，第三に，在英日系製造業において，どのような労使間協定締結や労使協議
会の設立・運営がおこなわれ，それらが，在英日系製造企業の生産技術・管理・労働のフレキ
シィピリティの展開において，し、かなる役割を果しているのかについて探りたい。また，第四
に，在英日系製造企業の経営展開が，進出地域・イギリスの労働者・労使関係・労働組合運動
にいかなる影響を与えつつあるのかについて探りたい。
第二・第三の点を探る時，イギリスにおいて，すでにおこなわれた在英日系製造企業に関す
(23) 日本及び欧米先進資本主義国の労務管理を，職務規制の「弾力化」の度合いや職場秩序のありょう
等を基準として，国際比較をおこなうための仮説図が，木元進一郎氏より提示されている。私は，物
的生産技術の高度化等の技術革新の労働への影響の問題を中心に据えつつ，木元氏の提唱される仮説
図上での労働の「弾力性」・「硬直性」といった視点を念頭におき， 日・英国際比較を試みたいと考え
ている。(木元進一郎「日本的労務管理と『弾力化』一一国際比較のために一一J， W経営論集』第39
巻第 1 号，明治大学経営学研究所， 1991年 9 月，参照。〉また，技術・管理・労働の視点から， 日・
英鉄鋼巨大企業の国際比較を試みた研究としては，長谷川治清「設備近代化と労働・組織・管理一一
日・英鉄鋼企業の比較研究一一J，長谷川治清・渡辺峻・安井恒則編『ニューテグノロジーと企業労
働』大月書店， 1991年，がある。長谷川氏の論文は，技術の資本主義的利用が労働・組織・管理に及
ぼす影響の一般的傾向を，日英の巨大鉄鋼企業の比較研究を通して，分析・検討されている。
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る実証研究を検討するとともに，イギリスへ進出後，時間を経ているニヅサン (UK) や在英
日系家電大企業の東芝 (UK) や日立 (UK) などの実態を探り，考察をおこなうことが重要
であろう。
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